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論点： 

○ 将来にわたり安定的に運営できる制度としてのあり方を
どのように考えるか。 

 

○ 現在は、研究に資する医療の給付を行っているが、 

患者家庭の医療費負担の軽減という福祉的な面を併せ
持つ制度として、今後、どう位置づけていくべきか。 

 

 ※ 「研究の推進」については次回以降の検討委員会で議論 

 

１．小児慢性特定疾患の医療費助成の意義・在り方について 
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 ○ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）（抄） 
 

第二十一条の五 都道府県は、厚生労働大臣が定める慢性疾患にかかつてい
ることにより長期にわたり療養を必要とする児童又は児童以外の満二十歳に
満たない者（政令で定めるものに限る。）であつて、当該疾患の状態が当該疾
患ごとに厚生労働大臣が定める程度であるものの健全な育成を図るため、当
該疾患の治療方法に関する研究その他必要な研究に資する医療の給付そ
の他の政令で定める事業を行うことができる。  

 

第五十条 次に掲げる費用は、都道府県の支弁とする。 

 一～五 （略） 
 五の二 第二十一条の五の事業の実施に要する費用 

 六～九 （略） 
 

第五十三条の二 国庫は、第五十条第五号の二の費用に対しては、政令の定
めるところにより、その二分の一以内を補助することができる。 

児童福祉法上の位置付け 
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法制化当時の考え方（趣旨・目的） 

  
 次世代育成支援の観点から、子育てしやすい環境の整備を図るため、小児慢性特定疾患治
療研究事業を見直し、小児慢性特定疾患をもつ患者に対する安定的な制度として法整備を含め
て制度の改善・重点化を行う。 
 

（平成15年７月25日与党厚生労働部会長、医療基本問題調査会会長及び子育て小委員会長） 

平成１５年小児慢性特定疾患治療事業の見直しに関する基本方針 

  
 急速な尐子化の進行等を踏まえ、総合的な次世代育成支援対策を推進するため、次世代を担
う子供が心身ともに健やかに育つための環境を整備することが喫緊の課題となっております。こ
のため、児童虐待等の問題に適切に対応できるよう、児童相談に関する体制の充実等を図ると
ともに、慢性疾患にかかっている児童に対する医療の給付を創設する等の措置を講ずることとし
、この法律案を提出した次第であります。 
 

（平成16年11月2日 衆・厚生労働委員会、同月12日参・厚生労働委員会） 

平成１６年 法案趣旨説明 

  
 小児慢性特定疾患治療研究事業は、研究を推進し、その医療の確立と普及を図り、併せて慢
性疾患のある子どもの家族の医療費の負担軽減にも役立てることを目的として、医療費の自己
負担部分を補助してきたが、多くの疾病について原因が解明され、治療法も確立してきた中、今
では、実質的には医療費の助成として行われている。 

平成１４年 小児慢性特定疾患治療研究事業の今後のあり方と実施に関する検討会」報告書 

5 



他の公費負担制度の目的 
  

小児慢性特定疾患 
治療研究事業 

特定疾患 
治療研究事業 
（難病） 

自立支援（育成）医療 
療育の給付 
（結核児） 

養育医療 
（未熟児） 

根
拠
法 

児童福祉法 - 障害者自立支援法 児童福祉法 母子保健法 

目
的 

対象児童の健全な育
成を図る 

特定疾患に関する医
療の確立、普及を図
るとともに、患者の医
療費の負担軽減を図
る 

障害児の障害の状態
の軽減を図り、自立し
た日常生活又は社会
生活を営むために必
要な医療費の給付 

結核児の健全な育成
を図る 

未熟児の健全な育成
を図る 

内
容 

対象疾患の治療方法
に関する研究その他
必要な研究に資する
医療の給付等 

治療研究に必要な費
用の交付 

障害児に対し行われ
る生活の能力を得る
ために必要な医療に
要した費用の給付 

療育の給付（医療、
学習、療養生活に必
要な物品の支給） 

養育に必要な医療の
給付等 

負
担
割
合 

国1/2、都道府県・指
定都市・中核市1/2 

国1/2、都道府県1/2
（予算補助） 
※国が10/10の場合
あり（スモン等） 

国1/2、都道府県・指
定都市・中核市1/2 

国1/2、都道府県・指
定都市・中核市1/2 

国1/2、都道府県・指
定都市・中核市・保健
所設置市・特別区1/2 

経
費
区
分 

裁量的経費 
 

裁量的経費 
 

義務的経費 義務的経費 義務的経費 

 児童を対象とする他の公費負担医療制度は、いずれも児童の健全な育成を図る福祉施策として位置付ける
とともに、そのために必要な医療を給付するとされている。 

他の医療費助成制度の目的等 
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１．目   的 
    希尐で、原因不明、治療方法未確立であり、かつ、生活面への長期にわたる支障がある疾病として調査研究を進めて 
  いる疾患のうち、診断基準が一応確立し、かつ難治度、重症度が高く患者数が比較的尐ないため、公費負担の方法を取 
  らないと原因の究明、治療方法の開発等に困難をきたすおそれのある疾患について、医療の確立、普及を図るとともに、 
  患者の医療費の負担軽減を図る。 
 
２．実施主体  都道府県 
 
３．事業の内容   
    対象疾患の治療費について、社会保険各法の規定に基づく自己負担の全部又は一部に相当する額の１／２ 
  を毎年度の予算の範囲内で都道府県に対して補助 
 
４．患者自己負担 
     所得と治療状況に応じた段階的な一部自己負担あり 
      上限額 入 院  0～23,100円／月  外来等  0～11,550円／月    

    ※対象者が生計中心者である場合は上記金額の1/2 
    ※医療保険各法に基づく、「診療報酬による療養の給付」「入院時食事療養費及び生活療養費」「訪問看護療養費」 

「保険外併用療養費」、介護保険法に基づく「居宅サービス費」「施設サービス費」「介護予防サービス費」等の合計額
から保険者負担を控除した額及び入院時食事療養費標準負担額等の合計に対し、一部自己負担分を除き、当該事
業で助成。 

    
５．対象疾患 
   難治性疾患克服研究事業のうち臨床調査研究分野の対象疾患（１３０疾患）の中から、学識者から成る特定 
  疾患対策懇談会の意見を聞いて選定しており、現在、５６疾患が対象となっている。 

特定疾患治療研究事業の概要 
（いわゆる難病の医療費助成） 
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障害者自立支援法 

障害者（児）が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な心身の障害を除去・軽減す
るための医療について、医療費の自己負担額を軽減するための公費負担医療制度  

根     拠    法  ： 

概          要 ： 

更   生   医   療 ： 
 
育   成   医   療 ： 
 
 
精神通院医療 ： 

身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者で、その障害を除去・軽減する手術等
の治療により確実に効果が期待できるもの（18歳以上） 

児童福祉法第４条第２項に規定する障害児（障害に係る医療を行わないときは将来障
害を残すと認められる児童を含む。）で、その障害を除去・軽減する手術等の治療に
より確実に効果が期待できるもの（18歳未満） 

精神保健福祉法第５条に規定する精神疾患（てんかんを含む。）を有する者で、通院
による精神医療を継続的に要するもの 

根拠法及び概要 

対  象  者 

対象となる治療の例 

精神通院医療 
（精神疾患） 
精神科専門療法、 
訪問看護 

更生医療・育成医療 
 肢体 不自由 ･･･ 関節拘縮 → 人工関節置換術 

 視 覚 障 害 ･･･ 白内障 → 水晶体摘出術 

 内 臓 障 害 ･･･ 心臓機能障害 → ペースメーカー埋込手術 

            腎臓機能障害 → 腎移植、人工透析 
  ※ 育成医療のみ＜先天性内臓障害＞ 

                     鎖肛  →  人工肛門の造設 
 

自立支援医療制度の概要 
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事業の概要 

○ 未熟児（身体の発育が未熟のまま出生した乳児（１歳未満）であって、正常児が出生時に有する諸機能を
得るに至るまでのもの）に対して、医療保険の自己負担分を補助する制度（昭和３３年度創設）。   

  
 
 ○ 目的     養育のため病院又は診療所に入院することを必要とする未熟児に対し、 
          その養育に必要な医療の給付を行う。 
 ○ 対象者    次のいずれかに該当するもので、医師が入院養育を必要と認めた未熟児 
          ・ 出生時の体重が２,０００ｇ以下のもの 
          ・ 生活力が特に薄弱であって、正常児が出生時に有する諸機能を得るに 
           至っていないもの 
 ○ 給付の範囲    ① 診察 
            ② 薬剤又は治療材料の支給 
                       ③ 医学的処置、手術及びその他の医療 
                       ④ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 
                       ⑤ 移送 

 ○ 補助根拠   母子保健法第２０条、第２１条の３ 
 ○ 指定医療機関 厚生労働大臣又は都道府県知事が医療機関を指定 
 ○ 実施主体   都道府県・指定都市・中核市・特別区・保健所設置市 
 ○ 補助率    １／２ 
          （負担割合：国１／２、都道府県・指定都市・中核市・特別区・保健所設置市１／２）  

 

未熟児養育医療給付事業の概要 
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事業の概要 

○ 特に長期の療養を必要とする結核児童を病院に入院させ適切な医療を行うとともに、併せて学校教育を受
けさせこれに必要な学習用品を支給し、かつ児童の療養生活の指導を行い必要に応じて日用品を支給するも
のである。   

  
 
 ○ 目的  結核児童に対して療育の給付を行い、もって結核児童の福祉を図ること。 
  
 ○ 対象者 結核児童であって、その治療に特に長期間を要するもので、医師が入院を必要 
       と認めた者 
  
 ○ 給付の種類   ① 原則として結核の治療に限られるが、結核に起因する疾病又は結核の治療に支 
             障をきたす疾病を併発している場合 
            ② 学習に必要な物品 
                       ③ 療養生活に必要な物品 

 
 ○ 補助根拠   児童福祉法第２０条、第５３条 
  
 ○ 指定医療機関 厚生労働大臣又は都道府県知事が医療機関を指定 
  
 ○ 実施主体   都道府県・指定都市・中核市 
 
 ○ 補助率    １／２（負担割合：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２）  

結核児童療育費の概要 
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出典：厚生労働省雇用均等・児童家庭局 母子保健課調べ 

    ※平成２３年度は見込みである。 

 

単位：億円 

108,343人 105,409人 106,368人  107,894人  108,790人  109,699人  

   
  小児慢性特定疾患にかかる医療費（総額）は毎年度増加しており、小児慢性特定疾患治療研究事業の
必要性が高まっており、安定的な制度運営を図ることが求められている。 
 

小児慢性特定疾患の対象者数と医療費（総額）の推移について 
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論点： 

○ 対象疾患と疾患の状態の程度で医療費助成

の対象者を選定する現在の仕組みについて、ど

のように考えるか。 

 

○ 新たな小児慢性特定疾患対策の対象疾患等

の選定及び見直しについて、広く国民の理解を

得られる公平な仕組みをどのように考えるか。 
 

 

２．小児慢性特定疾患の医療費助成の対象について 
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 ○ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）（抄） 
 

第二十一条の五 都道府県は、厚生労働大臣が定める慢性疾患にかかつてい
ることにより長期にわたり療養を必要とする児童又は児童以外の満二十歳に
満たない者（政令で定めるものに限る。）であつて、当該疾患の状態が当該疾
患ごとに厚生労働大臣が定める程度であるものの健全な育成を図るため、当
該疾患の治療方法に関する研究その他必要な研究に資する医療の給付その
他の政令で定める事業を行うことができる。  

 

第五十条 次に掲げる費用は、都道府県の支弁とする。 

 一～五 （略） 
 五の二 第二十一条の五の事業の実施に要する費用 

 六～九 （略） 
 

第五十三条の二 国庫は、第五十条第五号の二の費用に対しては、政令の定
めるところにより、その二分の一以内を補助することができる。 

児童福祉法上の位置付け 
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○医療費助成の対象疾患については、医学的知見に基づき、 

① 慢性に経過する疾患であるか 

② 生命を長期にわたって脅かす疾患であるか 

③ 症状や治療が長期にわたって生活の質を低下させる疾患であるか 

④ 長期にわたって高額な医療費の負担が続く疾患であるか 

を考慮して選定。 

 

○医療費助成の対象者については、 

 対象者は、上記対象疾患に罹患している児童のうち、症状の程度が一

定以上である児童。 

  

 

小児慢性特定疾患の医療費助成の対象疾患及び対象者の考え方 
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 ① 悪性新生物  
 ② 慢性腎疾患 
 ③ 慢性呼吸器疾患 
 ④ 慢性心疾患 
 ⑤ 内分泌疾患 
 ⑥ 膠原病 
 ⑦ 糖尿病 
 ⑧ 先天性代謝異常 
 ⑨ 血友病等血液・免疫疾患 
 ⑩ 神経・筋疾患 
 ⑪ 慢性消化器疾患 
 

１１疾患群（５１４疾患） 
 
※Ｈ２２年度対象者 
     １０８，７９０人 
 
※Ｈ２２年度総事業費 
         ２５１億円 
               （事務費含む） 

すべて 
入院・通院 
ともに対象 

小児慢性特定疾患の医療費助成の対象疾患及び対象者 
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出典：平成２３年度厚生労働科学研究費「小児慢性特定疾患治療研究事業の登録・管理・解析・情報提供に関する研究」 

【年齢別登録者数】 【発病時年齢】 
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単位：人 

  発病時年齢は０歳が大半を占めており、１歳以降は減尐傾向にある。一方で、年齢別登録者
数については１０代前半が最も多く、罹患期間が長期にわたる方が多いことが推測される。 

 
小児慢性特定疾患児の発病時年齢及び現在の年齢 

 

【①慢性に経過する疾患であるか】 
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出典：平成２３年度厚生労働科学研究「小児慢性特定疾患治療研究事業の登録・管理・解析・情報提供に関する研究」 

【疾患群別登録者の年齢分布】 【疾患群別発病時年齢】 
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悪性新生物 

慢性腎疾患 

慢性呼吸器疾患 

慢性心疾患 

内分泌疾患 

膠原病 

糖尿病 

先天性代謝異常 

血友病等血液・免

疫疾患 

神経･筋疾患 

慢性消化器疾患 

 疾患群ごとに登録者の年齢分布は異なるものの、ほぼ全ての疾患群で０歳の発症が最も多く、罹患期間が長期にわた
る方が多いと推測される。 
 ※ ①乳幼児の患者が主体である疾患（慢性心疾患、慢性呼吸器疾患） 
   ②乳幼児期に多くが発症し、各年齢に患者の見られる疾患（血液・免疫疾患、神経・筋疾患等） 
   ③各年齢で発症がみられ、１０歳代半ばから後半の患者が多い疾患（悪性新生物、糖尿病等） など 

 
小児慢性特定疾患の疾患群ごとの発病時及び現在の年齢 

 

【①慢性に経過する疾患であるか】 
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出典：平成20年度厚生労働科学研究費「法制化後の小児慢性特定疾患治療研究事業の登録・管理・評価・情報提供に関する研究」 
    平成23年度厚生労働科学研究費「小児慢性特定疾患の登録・管理・解析・情報提供に関する研究」 
    平成23年 人口動態調査 
    平成22年、平成19年 登録管理データ 
 

  
死亡者数 
（０－１９歳） 

総人口 
（0-19歳） 

死亡率 

子ども全体 ６，８３９ ２２，５７５，０００ ０．０３％ 

  死亡者数 罹患児童数 死亡率 

気管狭窄 １２ ６３６ １．８９％ 

慢性肺疾患 １２ ９１６ １．３１％ 

胆道閉鎖症 １４ ２０２７ ０．６９％ 

単位：人 

 子ども全体（０～１９歳）の死亡率は約０．０３％であるが、小児慢性特定疾患のうち、例えば気
管狭窄に罹患している児童の死亡率は約１．８９％と、６０倍以上（割合ベース）。 

※上記の疾患例は、前年まで小児慢性特定疾患治療研究事業において医療費助成を受けていたが、 
医療費助成を継続しなかった患児に対し、二次調査でアンケート調査を行った結果である。 

【②生命を長期にわたって脅かす疾患であるか】  
小児慢性特定疾患児の死亡率について 
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アミノ酸代謝異常症の知的予後(*1) 

知的予後不良 知的予後良好 

フェニルケトン尿症 (N=319) 6.0% 94.0% 

ビオプテリン欠乏症 (N=6) 16.7% 83.3% 

高フェニルアラニン血症 (N=54) 1.9% 98.1% 

メープルシロップ尿症 (N=34) 26.5% 73.5% 

ホモシスチン尿症 (N=32) 15.6% 84.4% 

結節性硬化症の精神・行動上の問題(*1) 

West症候群の精神遅滞(N=3100) (*2) 

慢性呼吸器疾患の治療状況(*2) 

出典(*1)平成22年度厚生労働科学研究費「小児慢性特定疾患の登録・管理・解析・情報提供に関する研究」 
          (*2)平成21年度厚生労働科学研究費「法制化後の小児慢性特定疾患の登録・管理・解析・情報提供に関する研究」 

中枢性無呼吸症候群(3年以上継続登録症例、N=43) 

人工呼吸器あり 65.1% 

気管切開あり 37.2% 

慢性肺疾患(3年以上継続登録症例、N=143) 

人工呼吸器あり 22.4% 

気管切開あり 37.8% 

酸素投与あり 72.0% 

精神遅滞なし 18.1% 

精神遅滞あり 82.0% 

  軽度 16.1% 

  中等度 19.4% 

  重度 35.1% 

  重症度不明 11.4% 

精神遅滞(N=1004) 自閉傾向(N=947) 

なし   28.3% なし 78.2% 

あり   71.6% あり 21.8% 

  軽度 18.6% 

  中等度 20.1% 多動(N=771) 

  重度 25.8% なし 85.5% 

  重症度不明 6.9% あり 14.5% 

 一部の小児慢性特定疾患については、罹患後に知的予後不良や精神遅滞、人工呼吸器の必要性
が多く認められ、長期にわたって生活に影響を及ぼすと考えられる。 

【③症状や治療が長期にわたって生活の質を低下させる疾患であるか】  
小児慢性特定疾患児の状況について 
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【子ども全体の入院・通院別割合】 【小児慢性特定疾患児全体の入院と通院別割合】 

出典：厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ、平成２０年患者調査 
 

※小児慢性特定疾患児の入院とは、平成22年度に入院実績のある者の人数であり、通院とは、平成22年度に入院せず通院のみの人数。入院と通院実績 

がある場合は入院に計上している。 

入院 
25,166人 
２３．２％ 

通院 
83,083人 
７６．８％ 

入院 
38,600人 
４．５％ 

通院 
816,000人 
９５．５％ 

 子ども全体（０～１９歳）の入院割合５％弱と比べ、小児慢性特定疾患児の入院割合は全体
の２３％と大きく、入院が必要な重症な患者が多いことが推測される。 

【④長期にわたって高額な医療費の負担が続く疾患であるか】 
 

小児慢性特定疾患児の入院・通院別割合 
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単位：日 

 子ども全体（０～１９歳）の平均入院期間は約１０日であるが、小児慢性特定疾患児の平均
入院期間は約５２日と５倍以上も長く、長期にわたって医療費の負担が続く。 

出典：平成２０年 患者調査（全国編）、厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課調べ 
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小児慢性特定疾患児の入院期間 

【④長期にわたって高額な医療費の負担が続く疾患であるか】 

21 



【入院・通院、疾患群別一人当たり医療費】 
【小児慢性特定疾患児と子ども全体
の一人当たり医療費の比較】 

 
出典：平成２１年度国民医療費 
    厚生労働省母子保健課しらべ 
    平成23年 人口動態調査 
     
 

6,586  

1,725  

3,437  

2,265  

1,154  
1,265  

758  

4,298  

3,254  

2,435  

1,683  

486  670  

2,993  

740  

1,354  

472  472  

2,793  

4,458  

1,244  

618  

0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

5,000  

6,000  

7,000  

入院・食事療養費／人 

通院・訪問看護費／人 

出典：厚生労働省母子保健課しらべ 
 
※入院とは1年間のうちに入院したことのある者の通院を含めた医療費、通院とは入院
のなかった者の医療費である 

 子ども全体（０～１９才）の一人当たり平均年額医療費（約８万円）と比べ、小児慢性特定疾患児の一人当た
り平均年間医療費は約169万円と約２０倍である。 
 また、悪性新生物の入院（約659万円）など、非常に多額の医療費がかかる疾患もある。 

単位：千円 

1,691  

84  
0  

1,000  

2,000  

3,000  

4,000  

5,000  

6,000  

7,000  

小児慢性 

特定疾患児 

一般の子ども 

 
小児慢性特定疾患児の一人当たり医療費 

 

【④長期にわたって高額な医療費の負担が続く疾患であるか】 
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論点： 

○公平かつ持続可能な仕組みとする観点から、給
付水準についてどのように考えるか。 

 

○公費負担医療制度の給付水準との均衡の確保
についてどのように考えるか。 

３．給付水準について 
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法制化当時の考え方（給付水準） 

  
 適正な患者負担の導入と低所得者への配慮 
    ・他の公費負担医療との均衡と子育て家庭の家計への配慮を踏まえ、所得に応じた患者負担を導入 
    ・低所得者に配慮 
     ・激変緩和を考慮 

 

（平成15年７月25日与党厚生労働部会長、医療基本問題調査会会長及び子育て小委員会長） 

平成１５年小児慢性特定疾患治療事業の見直しに関する基本方針 

  

 新たな制度整備を行う場合、受益するサービスに対する適正な認識を求めていくことが必要（福祉的医療費公費制度（例：
育成医療）は、適正受益者負担あり） 

平成１４年 小児慢性特定疾患治療研究事業の今後のあり方と実施に関する検討会」報告書 

  
・尾辻厚生労働大臣（当時） 
 「今回この仕組みを考えますときに、私どもが考えましたことは、やはり、どうしても他の公費負担医療との均衡、いろいろ
ございますから、いろいろ自己負担いただいている、その、他のものとの均衡というのはどうしても考慮せざるを得ないと
思います。このことを考慮しながら、子育て家庭の大変さはよくわかっておりますから、その家計への負担もさらに考慮し、
私どもとしてはできるだけ無理のない範囲でお願いをしたい、患者負担を導入したいと考えて、この仕組みにしたつもりで
ございます。」 

平成１６年１１月１０日衆・厚生労働委員会 
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他制度との比較 
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小児慢性特定疾患 
治療研究事業 

特定疾患 
治療研究事業 自立支援（育成）医療 養育医療 

入院時の食
事療養・生活
療養の取扱

い 

自己負担なし。 自己負担なし。 

自己負担あり。 
（生活保護及び生活保護移行防
止のため減免措置を受けた者に
ついては自己負担なし。） 

自己負担なし。 

院外調剤の
自己負担の
取扱い 

自己負担なし。 自己負担なし。 

自己負担あり。 
（所得に応じて１月当たりの負担
額を設定（これに満たない場合
は１割）。） 

- 
（給付が行われるのは入院
治療の場合のみ） 

自己負担が
生じない区分
の有無 

○住民税非課税世帯 
 
○生活保護等世帯 
 
○重症患者。 

○住民税非課税世帯 
 
○重症患者及び難治性
の肝炎のうち劇症肝炎、
重症急性膵炎並びに重
症多形滲出性紅斑（急
性期）の患者。（※） 

生活保護世帯のみ。 生活保護等世帯 

複数医療機
関を受診した
場合の合算
の有無 

合算できる。 合算できない。 

受給者証に記載された指定自立
支援医療機関である病院、薬局
等で、障害の治療のための医療
を受診した場合の自立支援医療
費については合算する。 

合算できる。 

医療受給者
証の有効期

限 
１年間 

１年間（毎年10月に定
期更新）。 

１年以内であって、自立支援医
療を受けることが必要な期間（引
き続き治療が必要な場合は再度
申請）。 

診療の終了予定期限に若
干の余裕を見込んで設定。
最長１年間（未熟児（１歳未
満）が対象のため）。 

治療範囲の
限定の有無 

対象疾患及び当該疾患
に付随し発現する傷病
に対する医療に限定。 

対象疾患及び当該疾患
に付随して発現する傷
病に対する医療に限定。 

心身の障害の状態の軽減を図り、
自立した日常生活又は社会生
活を営むために必要な医療に限
定。 

養育のため病院に入院する
ことを必要とする未熟児に
対し、その養育に必要な医
療に限定。 

医療保険制度 
（高額療養費制度を含む） 

自己負担あり。 
（高額療養費算定基準額に算
入しない。） 

自己負担あり。 
（高額療養費算定基準額に算
入する。） 

なし。 

合算して高額療養費算定基準
額に算入する。 

被保険者証の有効期限は保
険者による。 

保険診療に限定。 

（参考） 



入院 外来

0 0

0 0

2,200 1,100

3,400 1,700

4,200 2,100

5,500 2,750

9,300 4,650

11,500 5,750

0 0

生計中心者の市町村民税が非課税の場合

生計中心者の前年の所得税課税年額が5,000円以下の場
合

自己負担限度額

小児慢性特定疾患治療研究事業における自己負担限度額表

生活保護法の被保護世帯及び中国残留邦人等の円滑な帰
国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律によ
る支援給付受給世帯

生計中心者の前年の所得税課税年額が15,001円以上
40,000円以下の場合

生計中心者の前年の所得税課税年額が40,001円以上
70,000円以下の場合

重症者認定

階層区分

生計中心者の前年の所得税が非課税の場合

生計中心者の前年の所得税課税年額が70,001円以上の場
合

生計中心者の前年の所得税課税年額が5,001円以上
15,000円以下の場合

（備考） 
1. 「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度（7月1日から翌年の6月30日をいう。）において市町村民税が課税されていない（地方税法第323条により免除されている場合を含む。）場合をいう。 
2. この表の「所得税課税年額」とは、所得税法（昭和40年法律第33号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）、災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和22年法律第175号）の規定及び平成
23年7月15日雇児発0715第1号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「控除廃止の影響を受ける費用徴収制度等（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度に限る。）に係る取扱いについて」によって計算された
所得税の額をいう。ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。 
(1) 所得税法第78条第1項（同条第2項第1号、第2号（地方税法第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に限る。）、第3号（地方税法第314条の7第1項第2号に規定する寄附金に限る。）に規定する寄附金に限る。）、第
92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項 
(2) 租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項、第41条の2、第41条の3の2第1項、第2項、第4項及び第5項、第41条の19の2第1項、第41条の19の3第1項及び第2項、第41条の19の4第1項及び第2項並びに第41条
の19の5第1項 
(3) 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第12条 
3. 10円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。 
4. 災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があった場合には、その状況等を勘案して実情に即した弾力性のある取扱いをして差し支えない。 
5. 同一生計内に2人以上の対象患者がいる場合は、その月の一部負担額の最も多額な児童以外の児童については、上記の表に定める額の1／10に該当する額をもって自己負担限度額とする。 
6. 前年分の所得税又は当該年度の市町村民税の課税関係が判明しない場合の取扱いについては、これが判明するまでの期間は、前々年分の所得税又は前年度の市町村民税によることとする。 
 

小児慢性特定疾患治療研究事業における自己負担限度額 
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 備考：１．「市町村民税が非課税の場合」とは、当該年度（７月１日から翌年の６月３０日をいう。）において市町村民    
      税が課税されていない（地方税法第３２３条により免除されている場合を含む。）場合をいう。 

     ２．１０円未満の端数が生じた場合は、切り捨てるものとする。 
    ３．災害等により、前年度と当該年度との所得に著しい変動があった場合には、その状況等を勘案して実情に即 

      した弾力性のある取扱いをして差し支えない。 
    ４．同一生計内に２人以上の対象患者がいる場合の２人目以降の者については、上記の表に定める額の１／１０  

      に該当する額をもって自己負担限度額とする。 
    ５．上記の自己負担限度額は入院時の食事療養費を含む（標準負担額：所得に応じ１食あたり100円～260円）。 

 階 層 区 分 
  

対象者別の一部自己負担の月額限度額  

入院 外来等 
生計中心者が患者
本人の場合 

Ａ 生計中心者の市町村民税が非課税の場合 0 0 0 

Ｂ 生計中心者の前年の所得税が非課税の場合 4,500 2,250 

対象患者が生計
中心者であると
きは、左欄によ
り算出した額の
１／２に該当す
る額をもって自
己負担限度額と
する。 

Ｃ 生計中心者の前年の所得税課税年額が5,000円以下の場合 6,900 3,450 

Ｄ 
生計中心者の前年の所得税課税年額が5,001円以上15,000円以
下の場合 

8,500 4,250 

Ｅ 
生計中心者の前年の所得税課税年額が15,001円以上40,000円以
下の場合 

11,000 5,500 

Ｆ 
生計中心者の前年の所得税課税年額が40,001円以上70,000円以
下の場合 

18,700 9,350 

Ｇ 生計中心者の前年の所得税課税年額が70,001円以上の場合 23,100 11,550 

重症者認定 0 0 0 

特定疾患治療研究事業自己負担限度額 
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「重度かつ継続」の範囲                      
   ○疾病、症状等から対象となる者  
        [更生・育成 ]   腎臓機能・小腸機能・免疫機能・心臓機能障害 (心臓移植後の抗免疫療法に限る )・肝臓の機能障害 (肝  
              臓移植後の抗免疫療法に限る )の者  
       [精神通院 ]    ①統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害、薬物関連障害（依存症等）の者  
                    ②精神医療に一定以上の経験を有する医師が判断した者  
   ○疾病等に関わらず、高額な費用負担が継続することから対象となる者  
          [更生・育成・精神通院 ]    医療保険の多数該当の者  

 
一定所得以上 

   

中 間 所 

得 ２   

 
中 間 所 
得 １ 

   

 

市町村民税課税以
上 
235,000円未満 

 

 
低 所 得 ２ 

   

低 所 得 １   

生 活 保 護   

 
市町村民税課非課税 
（本人収入が800,001円以上） 

  
 
市町村民税課非課税 
（本人収入が800,000円以下） 

   
生活保護世帯 

  

 

市町村民税課税以
上33,000円未満 

  

 市町村民税 
 33,000円以上
235,000円未満   中  間  

所  得    

 
市町村民税235,000円以上 
   

０円   ０円   ０円   

２，５００円   ２，５００円   ２，５００円   

５，０００円   ５，０００円   ５，０００円   

５，０００円   ５，０００円   

１０，０００円   １０，０００円   
 

医療保険の 
高額療養費 

※ 精神通院の  

  殆どは重度か
つ継続 

  

２０，０００円   対 象 外 対 象 外 

 
所得区分 

   

 
更生医療・ 
精神通院医療 

   

 
育成医療 

   

重度かつ継続 

① 利用者負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当たりの負担額を設定。（これに満たない場合は１割）
②
      

① 利用者負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当たりの負担額を設定。（これに満たない場合は１割） 

② 費用が高額な治療を長期にわたり継続しなければならない（重度かつ継続）者、育成医療の中間所得層 

      については、更に軽減措置を実施。 

自立支援医療における利用者負担の基本的な枠組み 
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階層 世帯の階層(細)区分 
徴収基準月額 

(円) 
加算基準月額 

A 
生活保護法による被保護世帯(単給世帯を含む。)・ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律による支援給付世帯 
0 

徴収基準月額の

10％ 

B A階層を除き当該年度の市町村民税非課税世帯 2,600 

C 

前年の所得税非課税世帯であって、当該

年度の市町村民税の均等割又は所得割の

課税世帯 

市町村民税の均等割のみの課税世帯 C１ 5,400 

市町村民税所得割課税世帯 C２ 7,900 

Ｄ 

Ａ階層及びＢ階層に属する世帯を除き、

前年の所得税の額が次に掲げる税額であ

る世帯 

所得税の年額 

15,000円以下 
Ｄ1 10,800 

15,001から40,000円 Ｄ２ 16,200 

40,001から70,000円 Ｄ３ 22,400 

70,001から183,000円 Ｄ４ 34,800 

183,001から403,000円 Ｄ５ 49,400 

403,001から703,000円 Ｄ６ 65,000 

703,001から1,078,000円 Ｄ７ 82,400 

1,078,001から1,632,000円 Ｄ８ 102,000 

1,632,001から2,303,000円 Ｄ９ 123,400 

2,303,001から3,117,000円 Ｄ10 147,000 

3,117,001から4,173,000円 Ｄ11 172,500 

4,173,001から5,334,000円 Ｄ12 199,900 

5,334,001から6,674,000円 Ｄ13 229,400 

6,674,001円以上 Ｄ14 全  額 

※徴収基準加算月額とは、同世帯から２人以上の児童がいる場合に徴収基準月額の１０％を加算する。 

養育医療給付事業の徴収基準額 
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階層 世帯の階層(細)区分 
徴収基準月額 

(円) 

徴収基準 

加算月額 

A 
生活保護法による被保護世帯(単給世帯を含む。)・ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立の支援に関する法律による支援給付世帯 
0 

徴収基準月額の

10％ 

B A階層を除き当該年度の市町村民税非課税世帯 2,200 

C 

前年の所得税非課税世帯であって、当該

年度の市町村民税の均等割又は所得割の

課税世帯 

市町村民税の均等割のみの課税世帯 C１ 4,500 

市町村民税所得割課税世帯 C２ 5,800 

Ｄ 

Ａ階層及びＢ階層に属する世帯を除き、

前年の所得税の額が次に掲げる税額であ

る世帯 

所得税の年額 

2400円以下 
Ｄ1 6,900 

2,401から4,800円 Ｄ２ 7,600 

4,801から8,400円 Ｄ３ 8,500 

8,401から12,000円 Ｄ４ 9,400 

12,001から16,200円 Ｄ５ 11,000 

16,201から21,000円 Ｄ６ 12,500 

21,001から46,200円 Ｄ７ 16,200 

46,201から60,000円 Ｄ８ 18,700 

60,001から78,000円 Ｄ９ 23,100 

78,001から100,500円 Ｄ10 27,500 

100,501から190,000円 Ｄ11 35,700 

190,001から299,500円 Ｄ12 44,000 

299,501から831,900円 Ｄ13 52,300 

831,901から1,467,000円 Ｄ14 80,700 

1,467,001から1,632,000円 Ｄ15 85,000 

1,632,001から2,302,900円 Ｄ16 102,900 

2,302,901から3,117,000円 Ｄ17 122,500 

3,117,001から4,173,000円 Ｄ18 143,800 

4,173,001円以上 Ｄ19 全  額 

※徴収基準加算月額とは、同世帯から２人以上の児童がいる場合に徴収基準月額の１０％を加算する。 

結核児童療育給付事業の徴収基準額 
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